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議第２６号 

    

   令和７（２０２５）年度柏崎市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７（２０２５）年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 ⑴ 水洗化世帯数                             31,338 世帯 

 ⑵ 年間有収水量                           7,843,000 ㎥ 

 ⑶ １日平均有収水量                           21,488 ㎥ 

 ⑷ 主要な建設改良事業 

  ア 鵜川右岸第２雨水調整池整備事業             事業費  217,000 千円 

  イ 岡田地区農業集落排水施設機能強化対策事業        事業費   70,000 千円 

  ウ 自然環境浄化センター中央監視制御設備改築更新事業    事業費   26,000 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収            入 

第１款 公共下水道事業収益 3,824,451 千円 

 第１項 営 業 収 益       1,806,012 千円 

 第２項 営 業 外 収 益       2,018,318 千円 

 第３項 特 別 利 益 121 千円 

第２款 農業集落排水事業収益 1,103,335 千円 

第１項 営 業 収 益       204,285 千円 

 第２項 営 業 外 収 益       898,937 千円 

 第３項 特 別 利 益 113 千円 

合     計 4,927,786 千円 

支            出 

第１款 公共下水道事業費用 3,652,846 千円 

 第１項 営 業 費 用       3,340,068 千円 

 第２項 営 業 外 費 用         308,367 千円 

 第３項 特 別 損 失         3,611 千円 

 第４項 予 備 費       800 千円 

第２款 農業集落排水事業費用 1,265,507 千円 

 第１項 営 業 費 用       1,197,685 千円 

 第２項 営 業 外 費 用         65,011 千円 

 第３項 特 別 損 失        2,611 千円 

 第４項 予 備 費       200 千円 

合     計 4,918,353 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額1,867,426千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額65,777千円、

過年度分損益勘定留保資金 274,558 千円及び当年度分損益勘定留保資金 1,527,091 千円で補塡
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するものとする。）。 

収            入 

第１款 資 本 的 収 入 1,789,063 千円 

 第１項 企 業 債       1,231,550 千円 

 第２項 受益者負担金分担金 18,143 千円 

第３項 工 事負担金 50,000 千円 

第４項 出 資 金 34,300 千円 

 第５項 補 助 金       455,050 千円 

 第６項 固定資産売却代金 20 千円 

支            出 

第１款 資 本 的 支 出 3,656,489 千円 

 第１項 建 設 改 良 費       1,363,925 千円 

第２項 企業債償還金 2,292,564 千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年  度 年割額 

   千円  千円 

１資本的支出 １建設改良費 

自然環境浄化セン

ター中央監視制御

設備改築更新事業 

1,060,480 

令和 7年度 

（2025 年度） 
26,000 

令和 8年度 

（2026 年度） 
1,034,480 

（企業債） 

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

建設改良工事 
千円 

633,600 

普通貸借又

は証券発行 
5.0%以内 

政府資金又は地方公共団体金融機構

資金については、その融資条件によ

る。ただし、企業財政の都合により

据置期間及び償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還又は低利に借り換え

ることができる。その他の資金につ

いては融資先と協議して定める。 

資 本 費 

平 準 化 債 
430,000 

下水道事業債 

（特別措置分） 

 

167,950 

合  計 1,231,550    

（一時借入金） 

第７条  一時借入金の限度額は、500,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 ⑴ 営業費用     営業外費用     特別損失 

 ⑵ 建設改良費    企業債償還金 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
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 ⑴ 職員給与費                             284,628 千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

 ⑴ 分流式下水道等に要する経費                    1,061,914 千円 

 ⑵ 下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費         28,362 千円 

 ⑶ 水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費           4,727 千円 

⑷ 下水道事業債（臨時財政特例債等）の償還元金及び利子に要する経費     6,804 千円 

 ⑸ 下水道事業債（特別措置分）の償還元金及び利子に要する経費      236,290 千円 

 ⑹ 企業職員に係る児童手当に要する費用補助                1,815 千円 

 ⑺ ガス事業清算金活用基金                        50,000 千円 

 ⑻ 災害復旧に要した企業債利子補助                     183 千円 

令和７年（２０２５年）２月２１日提出 

 

        柏崎市長 櫻 井 雅 浩    
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予 算 に 関 す る 説 明 書

下 水 道 事 業 会 計
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（附属書類第１号）

1

1

1

2

2

3

3

4

2

1

9

10

2

11

12

3

15

16

18

19

6

23

し尿受入等負担金

し尿受入費等負担金

そ の 他 長 期

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

預 金 利 息

有 価 証 券 利 息

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 収 益

公共下水道使用料

公共下水道使用料

項

雨 水 負 担 金

そ の 他 雑 収 益

前 受 金 戻 入

令和７年度（２０２５年度）柏崎市下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

款 目 節

公共下水道事業収益

受 取 利 息

雨 水 負 担 金

営 業 外 収 益

国 県 補 助 金 戻 入

受贈財産評価額戻入

工 事 負 担 金 戻 入
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千円 千円

分流式下水道等に要する経費

下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費

下水道事業債（臨時財政特例債等）の償還利子に要する経費

下水道事業債（特別措置分）の償還利子に要する経費

企業職員に係る児童手当に要する費用補助

ガス事業清算金活用基金

災害復旧に要した企業債利子補助

公共下水道事業防災・安全交付金

原子力立地給付金ほか

82,780

82,780

51,657

16,066

732

16,066

2

1

1,144,985

857,265

1

14,000

426,439

426,439

2,018,318

843,265

6,125

751,923

28,362

4,727

494

1,451

50,000

備　　　　　　　　　　　　　　考

1,806,012

1,296,793

1,296,793

予　定　額

年間有収水量6,706,000㎥

3,824,451

941,508

151,088

183
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3

2

25

3

26

2

1

1

4

2

1

9

2

11

3

15

16

18

6

23

3

2

25

3

26

合 計

特 別 利 益

過年度損益修正益

過年度損益修正益

そ の 他 特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

預 金 利 息

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

事 業 収 益

施 設 使 用 料

営 業 収 益

受 取 利 息

国 県 補 助 金 戻 入

受贈財産評価額戻入

雑 収 益

集 落 排 水

そ の 他 特 別 利 益

集 落 排 水

施 設 使 用 料

款 項 目 節

農 業 集 落 排 水

そ の 他 特 別 利 益

工 事 負 担 金 戻 入

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

過年度損益修正益

過年度損益修正益
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千円 千円

分流式下水道等に要する経費

下水道事業債（臨時財政特例債等）の償還利子に要する経費

企業職員に係る児童手当に要する費用補助

原子力立地給付金ほか

113

103

103

10

4,927,786

10

364

310,380

25

310,380

年間有収水量1,137,000㎥

204,285

1

580,168

1,774

8,388

492,468

85,926

898,937

204,285

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

1,103,335

309,991

1

204,285

10

10

8,388

121

111

111
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1

1

1

9

10

12

13

14

16

17

18

19

20

32

33

2

9

10

12

13

14

16

17

通 信 運 搬 費

燃 料 費

電 力 料

保 険 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

電 力 料

燃 料 費

光 熱 水 費

支　　　　　　　　　　　　　　　出

公共下水道事業費用

営 業 費 用

款 項 目

管 渠
きょ

費

節

修 繕 費

備 消 品 費

委 託 料

光 熱 水 費

減 価 償 却 費

修 繕 費

ポ ン プ 場 費

備 消 品 費

固 定 資 産 除 却 費

賃 借 料

委 託 料
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千円 千円

工具器具備品及び消耗品

マンホール及びマンホールポンプ修繕ほか

車両用燃料

マンホールポンプ水道料金

マンホールポンプ電話回線料

マンホールポンプ運転管理業務委託料

上下水道マッピングシステム更新業務委託料

管路調査清掃業務委託料ほか

測量機器検定手数料

庁用車リース料

強力吸引車等借上料

借地料ほか

下水道賠償保険料 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自動車損害共済保険料

.

工具器具備品及び消耗品

中継ポンプ場設備修繕

自家用発電機燃料

中継ポンプ場水道料金

テレメータ回線専用料ほか

中継ポンプ場運転管理業務委託料

自家用電気工作物保守点検業務委託料ほか

81

135

26,606

25,874

3,126

37

備　　　　　　　　　　　　　　考

3,652,846

3,340,068

予　定　額

1,587,518

300

6216,367

825

169

41

55,962

4,921

210

14,415

288

109

106

1,500

1,454,403

317

33,968

11,139

7,579

107,929

14,400

5,142

1,809

6,951
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19

20

32

33

3

9

10

12

13

14

16

17

18

19

20

25

29

32

33

款 項 目 節

賃 借 料

保 険 料

固 定 資 産 除 却 費

処 理 場 費

賃 借 料

薬 品 費

保 険 料

光 熱 水 費

燃 料 費

手 数 料

減 価 償 却 費

修 繕 費

備 消 品 費

委 託 料

通 信 運 搬 費

公 課 費

電 力 料

固 定 資 産 除 却 費

減 価 償 却 費
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千円 千円

強力吸引車等借上料

建物総合損害共済保険料

下水道賠償保険料

工具器具備品及び消耗品

電気・機械設備修繕

その他処理場設備修繕

自然環境浄化センター電力料

石地アメニティライフセンター電力料

消化タンク加温燃料ほか

処理場ガス水道料金

テレメータ回線専用料ほか

自然環境浄化センター運転管理業務委託料

石地アメニティライフセンター運転管理業務委託料

自然環境浄化センター汚泥処理業務委託料

石地アメニティライフセンター汚泥処理業務委託料

電気計装設備保守点検業務委託料

放流水等分析業務委託料ほか

一般廃棄物処理手数料

汚泥放射性物質測定手数料ほか

庁用車リース料

強力吸引車等借上料

複合機リース料ほか

建物総合損害共済保険料

自動車損害共済保険料

下水道賠償保険料

高分子凝集剤ほか

186,444

28,699

1,389

10,956

64

40,017

1,111

647

1,033

522

200

43

2,522

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

1,568

87,032

585

72

2

420

74

10

28,641

351,566

1,311

629

4,202

4,000

863,140

4,085

6,62310,623

84,061

2,375

61,659

3,085

62

64,744

10

392,739
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4

9

10

12

13

14

16

17

18

19

20

32

33

5

2

3

4

5

6

7

8

9

賞与引当金繰入額

減 価 償 却 費

備 消 品 費

雨 水 費

款 項 目 節

電 力 料

燃 料 費

給 料

修 繕 費

手 当 等

保 険 料

賃 借 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

厚 生 福 利 費

委 託 料

光 熱 水 費

固 定 資 産 除 却 費

旅 費

総 係 費

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費

備 消 品 費
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千円 千円

工具器具備品及び消耗品

橋場第５排水樋門修繕

橋場第１排水ポンプ場低圧コンデンサ修繕

雨水管渠
きょ

・調整池等施設修繕ほか

雨水ポンプ場自家用発電機燃料

雨水ポンプ場ほか水道料金

テレメータ回線専用料ほか

柏崎市内水ハザードマップ作成業務委託料

上下水道施設運転管理業務委託料

電気計装設備保守点検業務委託料ほか

燃料地下タンク検査手数料ほか

強力吸引車等借上料ほか

建物総合損害共済保険料

下水道賠償保険料ほか

会計年度任用職員以外の職員１３人分

会計年度任用職員２人分

手当分

法定福利費分

職員共済組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金ほか

被服貸与費

健康診断料ほか

工具器具備品及び消耗品

1,127

8,087 6,960

192

24,972

10

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

2,200

3,850

67,915

526,914

600

73,965

55,312

220,081

23,275

332

11,006

149

358,812

43

7,345

17,319

996

1,000

3,062

16,742

374

204

174

378

69,594 29,000

211

17,116

14,431

1,196
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10

13

14

15

16

17

18

19

20

22

28

29

32

33

34

48

6

9

10

12

14 光 熱 水 費

電 力 料

修 繕 費

し 尿 受 入 費

備 消 品 費

固 定 資 産 除 却 費

研 修 費

負 担 金

保 険 料

賃 借 料

手 数 料

光 熱 水 費

修 繕 費

通 信 運 搬 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

款 項 目 節

委 託 料

報 償 費

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

公 課 費
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千円 千円

庁舎設備修繕ほか

自家用発電機燃料

電気、ガス、水道料金

マンホールカードほか

郵便料、電話料ほか

料金業務委託料

業務システム及び局内ネットワーク保守業務委託料

コンビニエンスストア料金収納委託料

庁舎清掃委託料ほか

口座振替手数料

不用紙・機密紙処分手数料ほか

複合機リース料ほか

建物総合損害共済保険料ほか

情報化関連システム等負担金

下水道受益者負担金システム

日本下水道協会負担金ほか

工具器具備品及び消耗品

し尿受入施設修繕

し尿受入施設水道料金48

18,000

1,500

34,486

1,000

3,425

978

43

2,024

4,456

431

3,457

568

2,738

2,407

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

57,266

6,508

66,108

220

32

3,393

5,232

1,576

3,656

400

10

100

1,001

2

8,143
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16

17

19

25

29

2

1

37

38

2

41

3

43

3

4

46

4

1

2

1

1

9

10

12

16

17

公 課 費

一 時 借 入 金 利 息

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

地 方 消 費 税

消 費 税 及 び

薬 品 費

賃 借 料

委 託 料

備 消 品 費

過年度損益修正損

予 備 費

過年度損益修正損

予 備 費

事 業 費 用

管 渠
きょ

費

農 業 集 落 排 水

款 項 目 節

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

雑 支 出

通 信 運 搬 費

営 業 費 用

電 力 料

通 信 運 搬 費

修 繕 費

委 託 料

616



千円 千円

電話料

し尿受入施設運転管理業務委託料

除雪業務委託料

沈砂収集運搬業務委託ほか

強力吸引車等借上料ほか

ポリ硫酸第二鉄ほか

控除対象外消費税及び地方消費税

使用料等過年度修正損

工具器具備品及び消耗品

マンホール及びマンホールポンプ修繕ほか

マンホールポンプ電話回線料

マンホールポンプ運転管理業務委託料

上下水道マッピングシステム更新業務委託料

管路調査清掃業務委託料ほか

18

247

213,367

70,000

70,000

5,625

504

790

7,790 6,000

1,000

800

1,265,507

93

721,475

1,197,685

800

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

25,000

3,611

3,611

25,000

213,120

308,367

1

3,611

4,746

14,313

13,463

17,442

2,188

6,806

26,436
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18

19

20

32

33

2

9

10

12

13

14

16

17

18

19

20

25

29

32

33

3

2

総 係 費

給 料

保 険 料

賃 借 料

燃 料 費

電 力 料

固 定 資 産 除 却 費

減 価 償 却 費

備 消 品 費

修 繕 費

処 理 場 費

薬 品 費

公 課 費

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

保 険 料

賃 借 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

委 託 料

款 項 目 節

手 数 料

光 熱 水 費
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千円 千円

強力吸引車等借上料

借地料

下水道賠償保険料

工具器具備品及び消耗品

電気・機械設備修繕

その他処理場設備修繕

自家用発電機燃料ほか

処理場水道料

処理場電話料

処理場維持管理等業務委託料

自家用電気工作物保守点検業務委託料ほか

汚泥引抜手数料

浄化槽法定検査手数料ほか

強力吸引車等借上料ほか

建物総合損害共済保険料

自動車損害共済保険料

下水道賠償保険料

水処理剤ほか

会計年度任用職員以外の職員３人分13,801

47,492

80

1,339

18

1,357

1,163

58,798

4,000

656,897

517

4,000

4,517

428,718

1,106

40,000

197,545

8

7,108

273

22

306

59,309

11

4,554

1,235

57,750

1,559

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

90

55,487 50,933

540

1,596
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3

4

5

6

7

8

9

10

13

14

15

16

17

18

19

20

22

28

29

32

33 減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費

光 熱 水 費

燃 料 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

修 繕 費

旅 費

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

手 数 料

款 項 目 節

委 託 料

賃 借 料

保 険 料

研 修 費

公 課 費

負 担 金

手 当 等
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千円 千円

手当分

法定福利費分

職員共済組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

被服貸与費

健康診断料ほか

工具器具備品及び消耗品

庁舎設備修繕ほか

自家用発電機燃料

電気、ガス、水道料金

決算書印刷ほか

郵便料、電話料ほか

料金業務委託料

業務システム及び局内ネットワーク保守業務委託料

コンビニエンスストア料金収納委託料

庁舎清掃業務委託料ほか

口座振替手数料

不用紙・機密紙処分手数料ほか

複合機リース料ほか

建物総合損害共済保険料ほか

情報化関連システム等負担金

柏崎刈羽農地協議会負担金ほか

601

1,886

10

2,206

4,342

49

4,391

320

687

8

31

73 42

3,936

379

52

555

6

1,639

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

11,150

1,293 914

379

506

746

856

9,042

11

278

865965

1

100

39

5,383
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34

2

1

37

38

3

4

46

4

1

合 計

予 備 費

予 備 費

過年度損益修正損

特 別 損 失

過年度損益修正損

一 時 借 入 金 利 息

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

款 項 目 節

貸倒引当金繰入額
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千円

使用料等過年度修正損

4,918,353

200

200

2,611

2,611

2,611

124

64,887

65,011

65,011

備　　　　　　　　　　　　　　考予　定　額

28
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千円

1

1

1

2

1

3

1

4

1

5

1

2

6

1

固定資産売却代金

20

資 本 的 収 入

工 事 負 担 金

項

工 事 負 担 金 50,000

企 業 債

18,143

1,231,550

企 業 債

分 担 金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

款 目 予　定　額

受 益 者 負 担 金

1,231,550

1,789,063

50,000

受 益 者 負 担 金

18,143

分 担 金

補 助 金 455,050

218,600

236,450

20

他 会 計 補 助 金

固定資産売却代金

国 庫 補 助 金

出 資 金 34,300

一 般 会 計 出 資 金 34,300
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千円

公共下水道事業

農業集落排水事業

資本費平準化債

下水道事業債（特別措置分）

公共下水道事業受益者負担金

農業集落排水事業受益者分担金

汚水管工事負担金

過疎対策事業に要する経費

公共下水道事業防災・安全交付金

下水道防災事業補助金

農村整備事業補助金

下水道事業債（臨時財政特例債等）の償還元金に要する経費

下水道事業債（特別措置分）の償還元金に要する経費 230,165

6,285

10,022

581,000

52,600

430,000

167,950

8,121

113,450

31,650

備　　　　　　　　　　　　　　考

73,500
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千円

1

1

1

2

3

4

2

1

支　　　　　　　　　　　　　　　出

資 本 的 支 出

款 予　定　額

3,656,489

1,363,925

48,400

目

建 設 改 良 費

項

拡 張 費

改 良 費 1,123,258

固 定 資 産 購 入 費

事 務 費

企 業 債 償 還 金 2,292,564

企 業 債 償 還 金 2,292,564

145,367

46,900
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千円

1 新規公共ます取出工事

2 新規枝線拡張工事

1 自然環境浄化センター改築更新事業

⑴ 自然環境浄化センター中央監視制御設備改築更新事業  一式

⑵ 自然環境浄化センター改築更新基本設計業務委託ほか 一式

2 石地アメニティライフセンター改築更新事業

⑴ 石地アメニティライフセンター耐震診断業務委託 一式

3 汚水管路施設等改良事業

⑴ 西部第四処理分区ほかマンホール蓋改築工事 一式

⑵ 公共下水道汚水幹線・枝線改良工事ほか 一式

⑶ 農業集落排水管路施設改良工事ほか 一式

4 雨水管路施設等改良事業

⑴ 鵜川右岸第２雨水調整池整備事業 一式

⑵ 雨水幹線・枝線改良工事ほか 一式

5 農業集落排水施設機能強化対策事業

⑴ 岡田地区農業集落排水施設機能強化対策事業　 一式

⑵ 岡田地区処理場適合審査業務委託 一式

⑶ 門出地区維持管理適正化計画策定業務委託 一式

⑷ 北条地区調査計画策定業務委託 一式

1 工具器具及び備品 マッピングシステム緊急用タブレット型パソコン

2 無形固定資産 下水道台帳システムほか

2 （会計年度任用職員以外の職員１４人分、会計年度任用職員２人分）

3

4 賞与引当金繰入額（手当分8,240、法定福利費分1,382）

5

6

7

8

9

13

15

16

18

19

20

22

28

1 公共下水道事業

2 農業集落排水事業

退職給付費

手 当 等

2,500

70,000

79,800

燃 料 費

法定福利費

備　　　　　　　　　　　　　　考

21,000

183,672

217,000

209,672

26,000

56,000

277,676

182,701

22,000

26,400

56,000

500,110

73,975

1,840,311

452,253

535手 数 料

145通信運搬費

73印刷製本費

19,379

1,125

賃 借 料 2,569

保 険 料

負 担 金

88

研 修 費 399

418

9,622

厚生福利費 344

備 消 品 費 546

旅 費

18,367

517

283,110

6,000

1,300

給 料 61,744

29,496

650

46,250
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（附属書類第２号）

千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

52,101

3,156,172

0
固定資産除却費 58,540

11,455

△ 1,695,883

△ 3

278,378

0

619
前払費用の増減額（△は増加） 0

4,029

0
預り金の増減額（△は減少） 0
前受金の増減額（△は減少） 0

1,865,408

3

△ 278,378

1,587,033

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 1,181,104

0

△ 85,909

0

0

0

493,923

0

△ 773,090

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

0

0

633,600

△ 1,766,585

597,950

△ 525,979

0

0

0

0

34,300

△ 1,026,714

資金に係る換算額 0

資金増加額（又は減少額） △ 212,771

資金期首残高 1,728,405

資金期末残高 1,515,634

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出

その他の他会計借入金による収入

貸付金の返還による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

一時借入による収入

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入

その他の企業債による収入

その他の他会計借入金の返済による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

一時借入金の返済による支出

その他の企業債の償還による支出

長期前受金戻入額

国庫補助金等による収入

無形固定資産の売却による収入

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

有形固定資産の取得による支出

業務活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

（令和７年（２０２５年）４月１日から令和８年（２０２６年）３月３１日まで）

令和７年度（２０２５年度）柏崎市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

受取利息及び受取配当金

有価証券の売却による収入

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益）

たな卸資産の増減額（△は増加）

小計

当期純利益

減価償却費

減損損失

引当金の増減額（△は減少）
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（附属書類第３号）

１　総括

　⑴　会計年度任用職員以外の職員

(注)(　)内は、短時間勤務職員数を外書きしたものである。

給　　与　　費　　明　　細　　書

比　較 254 40 3,965 3,419 5,422

区分
休日給 管理職特別勤 期末手当 勤勉手当 退職手当

(千円) 務手当(千円) (千円) (千円) (千円)

報　酬 給　料 手　当

本年度 457 80 27,899 23,356 36,734

前年度 203 40 23,934 19,937 31,312

比　較 1,218 △ 324 △ 24 28 0 961手当の
内訳

区分
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 管理職手当 時間外勤務手

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 当  　(千円)

本年度 4,350 942 1,709 242 1,246 11,397

前年度 3,132 1,266

比　較 3 (0) 0 13,746 14,959 28,705 4,100 32,805

前年度 25 (2) 0 110,216 93,453 203,669 37,950 241,619

31,312

0 961

区分
休日給 管理職特別勤 期末手当 勤勉手当 退職手当

(千円) 務手当(千円) (千円) (千円) (千円)

23,947

比　較

36,734

△ 33 28

20,494

本年度 457 80 28,532

1,246 10,436

通勤手当 特殊勤務手当 管理職手当 時間外勤務手

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 当  　(千円)

扶養手当 住居手当

3,132 1,266 2,162 214

4,244 33,237

本年度 4,350 942 2,129 242 1,246 11,397

区分

15,006

284,628

前年度 25 (6) 0 116,870 95,050 211,920 39,471 251,391

本年度 28 (6) 0 130,857 110,056 240,913 43,715

合　計
報　酬 給　料 手　当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

法定福利費

203 40 24,545

比　較 254 40 3,987

区分
職員数

給　　　　与　　　　費

28,993

本年度 28 (2) 0

比　較 3 (0) 0 13,987

123,962

区分
職員数

給　　　　与　　　　費

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

3,453

手当の
内訳

1,218 △ 324

前年度

前年度

1,733 214 1,246 10,436

108,412 232,374 42,050 274,424

法定福利費 合　計

(千円) (千円)

計

5,422
(注)(　)内は、短時間勤務職員数及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時
勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員数を外書きしたものである。
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　⑵　会計年度任用職員

２　給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分 人事院勧告に伴う給料の増

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 12,758 退職手当の増、会計間異動の差等

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　　　　　明 備考
(千円) (千円)

165

11,269 職員の会計間配置見直しによる増

429

比　較 △ 9

職員手当
の内訳

区分
通勤手当

(千円)

本年度 420

前年度

(注)(　)内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占め
る職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員数を外書きしたものである。

期末手当

(千円)

633

611

22

勤勉手当

(千円)

591

557

34

比　較 0 (0) 0

前年度 0 (4) 0 6,654

241

1,597 8,251 1,521 9,772

0 6,895 1,644 8,539 1,665 10,204

47 288 144 432

区分
職員数

本年度 0 (4)

給　　　　与　　　　費
法定福利費 合　計

報　酬 給　料 手　当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

15,006

13,987

手　当

給　料

2,553

人事院勧告に伴う期末・勤勉手当の増2,248
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３　給料及び手当の状況

　⑴　職員一人当たり給与

349,284

378,768

48

351,032

386,437

48

　⑵　初　任　給

(円) (円) (円)

― ―

　⑶　級別職員数 (注)(　)内は、短時間勤務職員数を外書きしたものである。

0 0.0

2 8.0

5 20.0

13 52.0

3 (2) 12.0 (100.0)

1 4.0

1 4.0

25 (2) (100.0)

0 0.0

2 8.0

5 20.0

13 52.0

2 (2) 8.0 (100.0)

1 4.0

2 8.0

25 (2) (100.0)

　　（級別の標準的な職務内容）

区分 １級 ４級 ７級

係　長

総括主任

主　任

企業職 主　査

課長代理

課　長 ―

場　長

技　師

６級

１級

令和６年
（２０２４年）
１月１日現在

２級 ３級 ５級 ６級

技　師

計 100.0

７級

企　業　職

一般行政職 技能労務職

220,000

(円)

(人) (％)

１級

令和７年
（２０２５年）
１月１日現在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

計 100.0

５級

４級

３級

２級

令和７年
（２０２５年）
１月１日現在

大　　　学　　　卒 220,000

令和６年
（２０２４年）
１月１日現在

平均給料月額　(円)

高　　　校　　　卒 188,000 211,000 188,000 211,000

区　　　　　　　　　　分 企業職

区　　　分

企業職（１） 企業職（２） 一般会計の制度

平均給与月額　(円)

平 均 年 齢 　(歳)

区　　　分 級 職員数 構成比

平 均 年 齢 　(歳)

平均給与月額　(円)

平均給料月額　(円)
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　⑷　昇給

(人) 28

昇給に係る職員数(Ｂ) (人) 21

１号給 (人) 0

２号給 (人) 3

３号給 (人) 0

４号給 (人) 17

８号給 (人) 1

(％) 75

(人) 25

昇給に係る職員数(Ｂ) (人) 23

１号給 (人) 1

２号給 (人) 5

３号給 (人) 2

４号給 (人) 12

８号給 (人) 3

(％) 92

　⑸　特殊勤務手当

(％) 0.18

(％) 100.0

(円)

　⑹　期末・勤勉手当 (注)(　)内は、再任用職員の支給率である。

６月 １２月

(月分) (月分) (月分)

2.300　(1.200) 2.300　(1.200) 役職加算５～１５％

2.250　(1.175) 2.250　(1.175) 役職加算５～１５％

2.300　(1.200) 2.300　(1.200) 役職加算５～１５％

企　業　職区　　　　　分

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　分

本　年　度 4.600　(2.400)

前
 
年
 
度

比　　率(Ｂ)／(Ａ)

支給対象職員１人当たりの平均支給月額

備考

720

前　年　度 4.500　(2.350)

一般会計の制度 4.600　(2.400)

支給期別支給率
支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

支給対象職員の比率（令和7年（2025年）1月1日現在）

給料総額に対する比率

危険作業手当、非常招集手当、用地交渉手当

職員数(Ａ)

号 給 数 別 内 訳

本
 
年
 
度

比　　率(Ｂ)／(Ａ)

職員数(Ａ)

企　業　職

号 給 数 別 内 訳

区　　　　　分
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　⑺　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

　⑻　その他の手当

区　　分

住　居　手　当

通　勤　手　当

支給率等 24.586875

一般会計
の 制 度

(支給率等)

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

差　異　の　内　容

同　　　じ

同　　　じ

一般会計の制度との異同

24.586875

扶　養　手　当 同　　　じ

備　　考その他の加算措置等最高限度
３５年
勤続の者

２５年
勤続の者

２０年
勤続の者区　　分

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）33.27075 47.709 47.709

33.27075 47.709 47.709
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（附属書類第４号）

国　庫
補助金

企業債
他会計
補助金

損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円

６
(2024) 133,000 65,000 68,000

７
(2025) 217,000 73,500 143,500

計 350,000 138,500 211,500

６
(2024) 45,000 45,000

７
(2025) 45,000 45,000

計 90,000 90,000

７
(2025) 26,000 14,300 11,700

８
(2026) 1,034,480 489,500 544,900 80

計 1,060,480 503,800 556,600 80

継　続　費　に　関　す　る　調　書

左　の　財　源　内　訳

年割額年度

全　　体　　計　　画

事業名項款

１

資

本

的

支

出

１

建

設

改

良

費

下水道台帳
システム構
築

自然環境浄
化センター
中央監視制
御設備改築
更新事業

鵜川右岸第
２雨水調整
池整備事業

634



千円 千円 千円 千円 千円 ％

133,000 133,000 38.0

217,000 217,000 62.0

133,000 217,000 350,000 100.0

45,000 45,000 50.0

45,000 45,000 50.0

45,000 45,000 90,000 100.0

26,000 26,000 2.5

1,034,480 97.5

26,000 26,000 1,034,480 100.0

備　　考
継続費の総
額に対する
進捗率

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

当該年度支
払義務発生
予定額

前年度末ま
での支払義
務発生（見
込）額

前前年度末
までの支払
義務発生額
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過年度議決に係る分

1,103,920

（2027年度）

（附属書類第５号）

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

左の財源内訳

損益勘定
留保資金

千円千円

（2023年度）

～

令和６年度

（2024年度）

13,579

上下水道施設運
転管理業務委託

1,541,210

202,464

千円

令和９年度

令和７年度

（2025年度）

～

令和９年度

（2027年度）

令和７年度

（2025年度）

～437,290

令和５年度

34,962

令和７年度平成２４年度

（2012年度）

～

令和６年度

（2024年度）

令和７年度

（2025年度）

～

令和１２年度

（2030年度）

29,576

令和９年度

（2027年度）

（2025年度）

～69,338

令和５年度

（2023年度）

事　項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

～

令和６年度

（2024年度）

当該年度以降の支
払義務発生予定額

期　間 金　額 期　間 金　額

料金業務委託 335,080 132,616

千円

自然環境浄化セ
ンター消化ガス
発電施設保守管
理業務委託

104,300

3,417
業務用自動車賃
貸借

32,993

令和５年度

（2023年度）

～

令和６年度

（2024年度）

千円

202,464

34,962

1,103,920

営業
収益

15,997
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（附属書類第６号）

（千円）

１ 固定資産

(1) 有形固定資産 141,914,622

減価償却累計額 △ 62,156,421 79,758,201

(2) 無形固定資産 91,367

固定資産合計 79,849,568

２ 流動資産

(1) 現金及び預金 1,515,634

(2) 未収金 112,487

貸倒引当金 △ 1,029

(3) その他流動資産 2,013

流動資産合計 1,629,105

資産合計 81,478,673

令和７年度（２０２５年度）柏崎市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和８年（２０２６年）３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
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（千円）

３ 固定負債

(1) 企業債 18,941,667

(2) 引当金 620,791

固定負債合計 19,562,458

４ 流動負債

(1) 企業債 2,337,306

(2) 未払金 567,609

(3) 引当金 19,915

(4) 預り金 85,326

(5) その他流動負債 2,000

流動負債合計 3,012,156

５ 繰延収益

(1) 長期前受金 81,928,960

(2) 収益化累計額 △ 35,241,792

繰延収益合計 46,687,168

負債合計 69,261,782

（千円）

６ 資本金 5,561,170

７ 剰余金

(1) 資本剰余金

ア　補助金 5,128,359

イ　受益者負担金分担金 5,320

ウ　工事負担金 1,052

エ　受贈財産評価額 196,271

資本剰余金合計 5,331,002

(2) 利益剰余金

ア　建設改良積立金 1,018,000

イ　当年度未処分利益剰余金

　　繰越利益剰余金 254,618

　　当年度純利益 52,101

利益剰余金合計 1,324,719

剰余金合計 6,655,721

資本合計 12,216,891

負債資本合計 81,478,673

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部
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（附属書類第７号）

（千円）

１ 営業収益

(1) 下水道使用料 1,207,108

(2) 集落排水使用料 195,364

(3) 雨水負担金 437,281 1,839,753

２ 営業費用

(1) 管渠
きょ

費 2,299,620

(2) ポンプ場費 110,797

(3) 処理場費 1,228,830

(4) 雨水費 521,847

(5) 総係費 260,887 4,421,981

営業利益 △ 2,582,228

３ 営業外収益

(1) 受取利息 3

(2) 補助金 1,275,784

(3) 長期前受金戻入 1,680,207

(4) 雑収益 24,179 2,980,173

４ 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 290,841

(2) 繰延勘定償却 0

(3) 雑支出 25,000 315,841 2,664,332

経常利益 82,104

５ 特別利益

(1) 固定資産売却益 0

(2) 過年度損益修正益 214

(3) その他特別利益 20 234

６ 特別損失

(1) 臨時損失 0

(2) 過年度損益修正損 5,673

(3) その他特別損失 0 5,673

７ 予備費

(1) 予備費 1,000 1,000 △ 6,439

当年度純利益 75,665

前年度繰越利益剰余金 8,953

その他未処分利益剰余金変動額 170,000

当年度未処分利益剰余金 254,618

令和６年度（２０２４年度）柏崎市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和６年（２０２４年）４月１日から令和７年（２０２５年）３月３１日まで）
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（附属書類第８号）

（千円）

１ 固定資産

(1) 有形固定資産 140,792,058

減価償却累計額 △ 59,002,449 81,789,609

(2) 無形固定資産 7,658

固定資産合計 81,797,267

２ 流動資産

(1) 現金及び預金 1,728,405

(2) 未収金 112,502

貸倒引当金 △ 425

(3) その他流動資産 2,013

流動資産合計 1,842,495

資産合計 83,639,762

令和６年度（２０２４年度）柏崎市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和７年（２０２５年）３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
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（千円）

３ 固定負債

(1) 企業債 20,047,423

(2) 引当金 611,341

固定負債合計 20,658,764

４ 流動負債

(1) 企業債 2,292,564

(2) 未払金 563,580

(3) 引当金 17,910

(4) 預り金 85,326

(5) その他流動負債 2,000

流動負債合計 2,961,380

５ 繰延収益

(1) 長期前受金 81,435,037

(2) 収益化累計額 △ 33,545,909

繰延収益合計 47,889,128

負債合計 71,509,272

（千円）

６ 資本金 5,526,870

７ 剰余金

(1) 資本剰余金

ア　補助金 5,128,359

イ　受益者負担金分担金 5,320

ウ　工事負担金 1,052

エ　受贈財産評価額 196,271

資本剰余金合計 5,331,002

(2) 利益剰余金

ア　建設改良積立金 1,018,000

イ　当年度未処分利益剰余金

　　繰越利益剰余金 8,953

　　その他未処分利益剰余金変動額 170,000

　　当年度純利益 75,665

利益剰余金合計 1,272,618

剰余金合計 6,603,620

資本合計 12,130,490

負債資本合計 83,639,762

資　　　本　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部
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（附属書類第９号） 

地方公営企業法施行規則第３５条の規定による会計に関する書類の注記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

地方公営企業法施行規則第８条の規定による。  

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

ア 定額法 

イ 主な耐用年数 

地方公営企業法施行規則別表第２号（第１４条及び第１５条関係）による。 

⑶ 引当金の計上方法 

ア 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当該年度末下水道事業会計に配賦されている職員の

退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 

⑷ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表に関する注記 

⑴ 後年度に一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項 

ア 令和６年度（２０２４年度）予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌

日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれ

る金額は、１４，７５２，３９０千円である。 

イ 令和７年度（２０２５年度）予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌

日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれ

る金額は、１４，２２５，８６６千円である。 

⑵ 引当金の取崩額に関する事項 

ア 退職給付引当金の取崩し 

令和６年度（２０２４年度）において、退職手当４０，２０３千円を支給する見込みのた

め、退職給付引当金４０，２０３千円を取り崩した。 

イ 賞与引当金の取崩し 

（ア）令和６年度（２０２４年度）において、期末手当及び勤勉手当４５，７５２千円を支給 

する見込みのため、賞与引当金１６，８０４千円を取り崩した。 

（イ）令和７年度（２０２５年度）において、期末手当及び勤勉手当５２，４７９千円を支給

する見込みのため、賞与引当金１７，９１０千円を取り崩した。 
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３ リース契約により使用する固定資産に関する注記  

⑴ リース取引の処理方法に関する事項 

リース料総額が３，０００千円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

⑵ リース会計に係る特例措置に関する事項 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を行っている。  

⑶ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  ２，９２９千円 

   １年超 １１，２２８千円 

    計  １４，１５７千円 

 

４ その他の注記 

⑴ 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年（２０１４年）３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前

の例により取り崩すこととする。 

⑵ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年（２０１４年）３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助

金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成２６年（２０１４年）３月３１

日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に

把握できる資産を除いた全ての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明

らかな資産は、除く。）を対象とした按
あん

分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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